
貸借対照表 
  （平成 30年３月 31日現在） （単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

た な 卸 資 産 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

関 係 会 社 預 け 金 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金  

固 定 資 産 

有形固定資産   

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

器 具 及 び 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産  

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

 

 

5,067,267 

3,433,519 

252,192 

107,412 

108,524 

42,438 

1,102,591 

17,276 

6,810 

△3,500 

8,540,724 

7,181,740 

2,903,405 

14,929 

4,287 

109,919 

4,146,736 

2,462 

122,489 

92,740 

19,362 

10,386 

1,236,495 

178,635 

229,877 

50 

2,547 

825,384 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債  

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債  

預 り 保 証 金 

繰 延 税 金 負 債 

 

1,357,459 

55,673 

604,304 

231,914 

100,438 

71,923 

178,496 

85,406 

28,715 

585 

501,681 

115,821 

385,860 

負 債 合 計 1,859,140 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金   

資本剰余金  

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利益剰余金  

利 益 準 備 金  

その他利益剰余金  

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

11,692,288 

1,667,106 

1,950,504 

1,946,100 

4,404 

8,074,678 

230,000 

7,844,678 

4,357,500 

3,487,178 

56,562 

56,562 

純 資 産 合 計 11,748,851 

資 産 合 計 13,607,992 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,607,992 

 



 

 

損益計算書 
  （平成 29年４月１日から平成 30年３月 31日まで） （単位：千円） 

科 目 金 額 

売 上 高  8,848,984 

売 上 原 価  7,126,097 

売 上 総 利 益  1,722,887 

販売費及び一般管理費  846,628 

営 業 利 益  876,259 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 146  

受 取 配 当 金 3,780  

投資事業組合運用益 32,001  

保 険 解 約 返 戻 金 23,781  

そ の 他 4,082 63,791 

経 常 利 益  940,050 

特 別 損 失   

減 損 損 失 9,946 9,946 

税 引 前 当 期 純 利 益  930,103 

法人税、住民税及び事業税 181,069  

法 人 税 等 調 整 額 114,214 295,283 

当 期 純 利 益  634,819 



 

株主資本等変動計算書 
         （平成 29年４月１日から平成 30年３月 31日まで）     （単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本準備金 
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余

金合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,667,106 1,946,100 4,404 1,950,504 230,000 4,357,500 3,201,433 7,788,933 11,406,543 

当期変動額          

剰余金の配当       △349,074 △349,074 △349,074 

当期純利益       634,819 634,819 634,819 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

         

当期変動額合計 － － － － － － 285,745 285,745 285,745 

当期末残高 1,667,106 1,946,100 4,404 1,950,504 230,000 4,357,500 3,487,178 8,074,678 11,692,288 

 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算

差額合計 

当期首残高 43,376 43,376 11,449,920 

当期変動額    

剰余金の配当   △349,074 

当期純利益   634,819 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

13,185 13,185 13,185 

当期変動額合計 13,185 13,185 298,930 

当期末残高 56,562 56,562 11,748,851 

 

 

  



 

個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 
① 関連会社株式  移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

 ・時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 ・時価のないもの  移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。 

③ たな卸資産 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産  建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については、

定率法によっております。ただし、平成 28 年 4月 1 日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物                  ２～47年 

構築物           ２～45年 

車両運搬具                 ２～６年 

器具及び備品        ２～20年 

② 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金   売上債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

 

(4) 売上高の計上基準 

① 授業料収入 受講期間に対応して計上しております。 

② 教材収入 教材提供該当月に計上しております。 

③ 年間諸費収入 受講期間に対応して計上しております。 

④ 入学金収入 入学日の属する事業年度に計上しております。 

 

(5) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

(6) 連結納税制度の適用 

 当社は、当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

 



 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) たな卸資産の内訳は次のとおりであります。 
 教 材         100,291千円 

 貯 蔵 品 7,120千円 

 計 107,412千円 

 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,566,911千円 

 

(3) 有形固定資産の取得価額から控除している国庫補助金の受入による圧縮記帳累計額 

 42,149千円 

 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 6,661千円 

短期金銭債務  132,588千円 

 

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業費用 8,854千円 

営業取引以外の取引による取引高 121千円 

 

(2)減損損失 

当事業年度において、当社は固定資産について 9,946千円の減損損失を計上しております。内容は次の

とおりであります。 

用 途 種 類 金額(千円) 場 所 内訳(千円) 

事業用資産 建物 6,074 兵庫県西宮市 建物       6,074 

事業用資産 建物 3,215 大阪府高槻市 建物       3,215 

事業用資産 建物 657 大阪府茨木市 建物        657 

 当社は、稼働資産については、主として管理会計上の区分に基づき、個々のサービスのカテゴリー等を

グルーピングの単位としております。なお、遊休資産については、個別の資産をグルーピングの単位と

しております。 

事業用資産の建物については、教室の統合等により使用の用途を見直したことに伴い、今後の使用が

見込まれないため、回収可能価額を保守的にゼロと見積り、減損損失を計上しております。 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 
当事業年度期首

株 式 数 

当事業年度増加

株 式 数 

当事業年度減少

株 式 数 

当事業年度末 

株 式 数 

Ａ種種類株式 39株 －株 －株 39株 

 



 

(2) 自己株式の数に関する事項   

該当事項はありません。 

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

 ①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の額 

（千円） 

配当 

の原資 

１株当たり 

配当額（千円） 
基準日 効力発生日 

平成 29年 6月 13日 

定時株主総会 

Ａ種 

種類株式 
349,074 

繰越利益 

剰余金 
8,950 

平成 29年 

3月 31日 

平成 29年 

6月 14日 

 

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の額 

（千円） 

配当 

の原資 

１株当たり 

配当額（千円） 
基準日 効力発生日 

平成 30年 6月 19日 

定時株主総会 

Ａ種 

種類株式 
634,818 

繰越利益 

剰余金 
16,277 

平成 30年 

3月 31日 

平成 30年 

6月 20日 

 

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項 
該当事項はありません 

 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 

繰延税金資産 

（流動） 

未払事業税   20,674千円 

賞与引当金   8,778千円 

未払事業所税   7,723千円 

賞与引当金分社会保険料   1,315千円 

貸倒引当金   1,069千円 

その他   3,454千円 

（固定） 

連結納税による資産評価益   204,084千円 

差入保証金(資産除去債務)   64,995千円 

有価証券 44,083千円 

一括償却資産償却   6,406千円 

減損損失   5,934千円 

減価償却 2,994千円 

その他   604千円 

 繰延税金資産小計 372,120千円 

 評価性引当額   △178,101千円 

 繰延税金資産合計 194,018千円 

 

繰延税金負債 

（流動） 

未収配当金   △577千円 

（固定） 

有価証券評価差額金 △1,298千円 

連結納税による資産評価損  △535,563千円 

 繰延税金負債合計  △537,440千円 

 繰延税金資産の純額 △343,421千円 



 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 
① 金融商品に対する取り組み方針 

当社は、資金運用については短期的な預金及び親会社である株式会社ベネッセホールディングスの

ＣＭＳ（キャッシュ・マネージメント・サービス）への預け入れにて運用しております。当社は、運

転資金及び設備投資資金については自己資金で賄う方針でありますが、大型設備投資等の特別な資金

需要が発生した場合は必要に応じて外部調達を行うことがあります。なお、デリバティブ取引は利用

しておりません。 

② 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、ほとんどが個人宛のものであり、入金期日についても概ね１ヶ月以内に

回収されるものであるため、顧客の信用リスクについては限定的であります。また、当該リスクに関

しましては、当社の社内規程に則り、顧客ごとに期日管理及び残高管理を行っております。 

投資有価証券は、株式、組合出資金であり、市場価格の変動リスクや投資先の事業リスクに晒され

ております。そのため、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し保有状況を継続的に見直してお

ります。 

差入保証金は、主に事業所建物の賃貸借契約によるものであります。その差入先に対する信用リス

クについては、賃貸借契約締結前に信用状況を調査・把握する体制としております。 

営業債務である未払金は、そのほとんどの支払期日が１ヶ月以内であります。未払金は、その決済

時において流動性リスクに晒されますが、毎月の資金計画を見直すなどの方法により、リスクを回避

しております。 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

平成 30年３月 31日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。（（注）２．

参照） 

 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金 3,433,519   3,433,519 － 

(2)売掛金 252,192   

  貸倒引当金(※)    △3,500   

 248,692 248,692 － 

(3)関係会社預け金 1,102,591 1,102,591 － 

(4)投資有価証券 146,370 146,370 － 

(5)差入保証金 825,384 823,493 △1,891 

 資産計 5,756,558 5,754,667 △1,891 

(6)未払金 604,304 604,304 － 

 負債計 604,304 604,304 － 

（※）売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに投資有価証券に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3)関係会社預け金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。 

(4) 投資有価証券 

時価については、取引所の価格によっております。 

(5) 差入保証金 

時価については、合理的な割引計算により算定した現在価値によっております。 

負 債 

(6) 未払金 



 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区 分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 7,521 

関連会社株式 229,877 

投資事業有限責任組合 24,744 

これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 

投資有価証券」には含めておりません。 

 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

当社では、兵庫県及び奈良県並びに大阪府において、賃貸用土地及び事務所を有しております。当事

業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 89,208 千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は

売上原価に計上）であります。 

なお、賃貸用土地及び事務所の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産としております。 

これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上

額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 

 

貸借対照表計上額（千円） 
当事業年度末の

時価（千円） 
前事業年度末

残高 

当事業年度 

増減額 

当事業年度末

残高 

賃貸等不動産 314,458 △642 313,816 320,376 

賃貸等不動産として使用され

る部分を含む不動産 
1,620,719 △41,653 1,579,066 1,664,604 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２．賃貸等不動産の当事業年度増減額は減価償却等によるものであります。 

３．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当事業年度増減額は減価償却によるもの

であります。 

４．当事業年度末の時価は、主要な物件につきましては社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づく金額、その他の物件につきましては「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で

算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 

株式会社 

ベネッセ

ホールデ

ィングス 

被所有 

100.00％ 

ＣＭＳによ

る取引 

役員の兼務 

資金の預入 

資金の引出 

受取利息 

277,793 

277,793 

121 

関係会社

預け金 
1,102,591 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の預けについてはＣＭＳ（キャッシュ・マネージメント・サービス）による取引であり、預け金

利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。 

 

 



 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 301,252,591円 23銭 

 

(2) １株当たり当期純利益  16,277,435円 18銭 

 


